


























いる｡ この憲法改正は､ およそ箇所に及ぶ大規模なもので､ 改正内容
も､ 大統領の多選の禁止､ 政府の権限の制約､ 国会の権限の強化､ 国会に
おける野党の地位と権限の強化､ 法律施行後の違憲の抗弁と憲法院による
合憲性審査､ 有権者の支持を得た議員発案による立法国民投票の手続の導




































､ 大統領が強力な権限を有する ｢強い行政府｣ の
統治構造をもつものとして特徴づけられていた｡ フランスの政治的伝統に
おいては､ ｢強い政府｣ に対する特別な警戒心が存在し､ ｢行政権に対する













する ｢大統領｣ は (第条)､ 首相もしくは大臣の副署を必要としない大
統領固有の権限として (第条)､ 首相任命権 (第条第項)､ 国民投
票付託権 (第条)､ 国民議会解散権 (第条)､ 非常事態措置権 (第













る｡ すなわち､ 国民により直接選出され､ 国会から独立している大統領は､







された｡ 国会は､ その本質的権限である立法権を制約され､ 憲法に定めら
れた一定の事項についてしか ｢法律｣ を制定することができず (第条)､
それ以外の事項については､ 行政権の管轄となり､ ｢命令｣ によって定め
られる (第条) こととなった｡ そして､ 憲法院は､ 国会の制定した法
律に対する合憲性審査を行う権限を有する (第条) が､ これは何より

























第五共和制憲法における行政府は､ ｢大統領｣ と ｢政府｣ から成り立っ
ている｡ ｢大統領｣ は国家元首であるが､ ｢政府｣ は合議体であり､ ｢首相｣
がその首長として政府の活動を指揮する｡ 大統領は､ ｢憲法の尊重を監視｣
し､ ｢その仲裁によって､ 公権力の適正な運営と国家の継続性を確保｣ す
る (第条第項) とともに､ ｢国の独立､ 領土の一体性､ 条約の尊重の
保障者｣ (第条第項) としての職務を遂行する｡ これに対して､ 政府





法施行当初から､ 行政権については､ 大統領と政府 (首相) という ｢行政
府の二頭制｣ といわれる状況が顕在化していた｡ 大統領は､ 固有の権限と
して､ 首相任命権 (第条項)､ 国民投票付託権 (第条)､ 国民議会
解散権 (第条項)､ 非常事態措置権 (第条項) などの強力な権
限を付与され､ また､ 年月日の憲法改正により導入された大統
領直接公選制によって､ その地位の民主的正当性を保持することにより､
｢仲裁者｣ というよりも ｢統治者｣ として存在することとなった｡ これに
対して､ 政府は､ 国会に責任を負う立場にあって (第条第項)､ 首相
も他の政府構成員も大統領により任免されることから､ 大統領と国会との
連結機関としての機能を果たすこととなった｡










に据えて､ 政府が国会 (とくに下院たる国民議会) のみに依拠するのでは
なく､ 大統領に依拠することによって､ 国会の信任が不安定であっても､
大統領の信任を保持していれば存立しうるように位置づけたものである｡















よる議決 (第項前段)､ ③国民投票による承認 (第項後段) もしくは










下のつに分けることが可能である｡ まず､ 第一期として､ 	年代初
期の回の改正がある (①	・	・改正､ ②	・・	改正､ ③	・













・改正Ⅱ､ ⑮・・改正)｡ さらに､ 第四
期として､ 世紀に入ってから行われた回の改正がある (⑯・・









第一期の憲法改正 (	年代初期の改正) では､ 回の改正が行われて
いる｡
第五共和制憲法下で最初の回目の改正 (①	・	・憲法的法律第
	号) は､ フランス ｢共同体｣ の制度を変更するもので､ 旧第条
および旧第	条を改正するものであり､ 旧第条の手続により憲法改正
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が実現したものである｡
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号) は､ 主として欧州共同体・欧州連合に関するもので､ 第条を改正し
て､ フランス語を共和国の言語とすること､ 第条を改正して､ 国際協
約に対する憲法院への提訴権を拡大し､ 国会各院の名以上の議員にも
認めること､ 第条を改正して､ 海外領土の地位の変更の手続を改める















条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､
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回目の改正 (⑬・・憲法的法律第号) は､ 国際刑事裁
判所に関するもので､ 新たに第	条を新設したものである｡

回目の改正 (⑭・・憲法的法律第号) は､ 男女平等















第四期の憲法改正 (	年代の形成) では､ 回の改正が行われている｡
回目の改正 (⑯	・・	憲法的法律第		号) は､ 欧州共
通の逮捕状に関するもので､ 第	条を改正したものである｡
回目の改正 (⑰	・・	憲法的法律第		号) は､ 地方分
権化に関するもので､ 第条､ 第条､ 第条､ 第
条､ 第条､ 第
条､ 第	条､ 第条､ 第
条を改正し､ 新たに第条､ 第	











回目の改正 (⑲・・憲法的法律第号) は､ 年
｢環境憲章｣ に関する規定を憲法上明示するもので､ 前文ならびに第条
を改正したものである｡



















条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第	条､ 第
条､
第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第
条､ 第条､ 第条､ 第
条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第	条､ 第	条､ 第

条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第条､ 第	条､






条を改正し､ 新たに､ 第条､ 第	条､ 第条､ 第条､ 第
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状況から憲法原理の転換を図る観点から改正が行われたもの (⑰・⑲・)､

















多選の制限､ 国民・国会に対する大統領の説明､ 国会の権限の強化､ 国会
における野党の権限の強化､ 司法官職高等評議会の構成の改革など､ 大統
領と首相の権限配分の見直しや国会権限の強化などの改革を打ち出してい
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② バラデュール委員会の設置
サルコジ大統領は､ 選挙公約で示した統治制度の改革や憲法改正に関す














この委員会 (通称 ｢バラデュール委員会｣ といわれる｡) は､ バラデュー















｡ この報告書は､ ① ｢よりよく統制された執行権｣ (
 !"!)､ ② ｢強化された国会｣ (

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入 (条の改正)､ 恩赦の手続の変更 (条の改正)､ 戒厳令の枠づけ
(条の改正)､ 非常事態措置権の発動に関する憲法院の審査 (条の改
正)､ 両院で可決された憲法改正案を大統領が中断する権能の廃止 (条









理の対抗の権限の承認 (条の改正)､ 政府の修正権の限定 (条の改正)､
議員提出法律案・修正案の財政上の理由による不受理の準則の緩和 (
条の改正)､ 両院における委員会数の増加 (条の改正)､ 修正案の審議
における委員会の位置づけの明確化 (条の改正)､ 法律案の審議手続の
変更と委員会の位置づけの明確化 (条の改正)､ 委員会審議の公開 (
条の改正)､ 国会の統制・評価機能の役割の明確化 (条の改正)､ 臨時
257 ( 14 )
会期における政府に対する議員の優先的質問権の行使 (条の改正)､ 両
院による決議の採択の容認 (条の改正)､ 軍事行動に対する国会への報
告と延長の場合の承認 (条の改正)､ 野党の権利の保障 (条の改正､










条の改正)､ 憲法院の構成の改革 (条の改正)､ 違憲の抗弁の導入と憲
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領の憲法改正に対する姿勢があらためて示されており､ ① ｢よりよく統制
された執行権｣ として､ 大統領任期の多選の制限を強調し､ また､ ② ｢強
化された国会｣ として､ 信任問題手続の制約について諸案を示し､ さらに､


















の審査 (	条の改正)､ 恩赦の手続の変更 (
条の改正)､ 国会における




機能の役割の明確化 (条の改正)､ 計画法律の策定範囲の拡大 (条の
改正)､ 両院による決議の表決の容認 (条の新設)､ 軍事行動に対す























としては､ 野党の権利の保障 (条の改正)､ 元老院選挙にける人口比例
性の重視 (条の改正)､ 国外居住者の代表性の原則の変更 (条の改正)､
投票の平等性を確保するための独立委員会の設置 (条の改正)､ 憲法院
の委員任命手続の変更 (条の改正)､ 違憲の抗弁の導入と憲法院による
裁決 (	条の新設､ 条の改正)､ 司法官職高等評議会の改革 (条
の改正)､ 経済・社会評議会への請願の制度の導入 (条の改正)､ 経済・











は､ まず､ 国民議会の審議にかけられ､ 月日に､ 第読会で最終的に
可決された｡ 元老院では､ 月	日に､ その第読会で最終的に可決さ




て､ 月日に､ 両院合同会議で採択され､ この憲法改正案が承認され











会党 () では､ 大統領および与党に対する批判的な立場から､ 反対す
る議員がほとんどであった｡ しかし､ 改正法案の内容からすれば､ かつて
ミッテラン政権時代の憲法改正提案と共通する部分も数多くあり､ 反対票
を投じたのは､ 政治的立場から判断せざるを得ない状況にあったといえる｡
かくして､ 政府提出の憲法改正法案は､ 最終的に承認され､ 月日
に大統領によって審署されて､ ｢第五共和制の諸制度の現代化に関する
年月日憲法的法律 (第号)｣ として､ 第五共和制憲法

















設され､ ｢選挙により選ばれる議員職及び公職｣ に加えて､ 新たに ｢職業
的・社会的要職｣ についてもその対象とした｡ これに伴って､ 旧第条第
項は削除された｡
() 多元的な意見の表明と政党等の公正な参加の保障〈第条の改正〉
第条は､ ｢政党｣ に関する規定であるが､ 第項の ｢第条最終項に｣
の文言が､ 上記の条文の移動によって ｢第	条第項に｣ と修正された｡
また､ この第条に第項を新設し､ ｢多元的な意見の表明と政党等の公
正な参加の保障｣ に関する規定を定めた｡
② ｢大統領｣ (第章) に関する規定の改正
() 大統領任期の連続期までの制限〈第条の改正〉
第条は､ 大統領の選出方法と任期に関する規定であるり､ ｢大統領の
任期｣ に関して､ 従来は多選を制限する規定はなかったが､ 連続して二期







出法律案｣ について､ ｢環境政策｣ に関するものを加えて､ ｢国の経済・社
会・環境政策及びそれにかかわる公役務をめぐる諸改革に関する政府提出
法律案｣ に改正された｡
第項に関しては､ 変更はなく､ 従前の第項は､ 第項となり､ ｢政
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() 大統領による文武官の任命に対する国会の統制手続の導入〈第条
の改正〉
大統領は ｢文武官を任命する権限｣ を有する (第条第項) が､ こ
の任命に対する国会の統制を及ぼすために､ 新たに第条第項が新設
された｡ すなわち､ 大統領の任命権の行使について､ 一定の要職について
は国会両院の常任委員会の審査・投票に付されるものとなった｡
() 非常事態措置権の発動に関する憲法院の審査〈第条の改正〉








大統領は議会に ｢教書｣ を朗読させることができる (第条) が､ 新
たに第項の規定を新設して､ 両院合同会議として集会する議会で､ 大統
領が出席し､ 教書に関して声明を発することが認められるようになった｡
また､ 旧第項は､ 第項に移動し､ 集会する ｢国会｣ の文言が ｢両議院｣
に修正された｡
③ ｢国会｣ (第章) に関する規定の改正
() 国会の政府統制機能の役割の明確化と国外居住者の代表性の原則の変
更〈第条の改正〉
第条は､ ｢国会の構成｣ を定める規定であるが､ 旧第条第項で
定められていた ｢法律の表決｣ に関する規定を第条第項に移動し､
さらに､ ｢政府活動の統制と公の政策の評価｣ もあわせて ｢国会の任務｣
とする規定とした｡
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これに伴って､ 旧第項乃至第項は､ 第項乃至第項となり､ さら













確保するために､ ｢独立委員会｣ を設置し､ 国民議会議員の選挙区の画定
ならびに国民議会議員・元老院議員の議席の配分に関する選挙法改正案に
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法律事項について定める旧第項第号の規定に､ 新たに ｢メディアの




規定する旧第項に関して､ 新たな第項で ｢国の活動目標を定める｣ と
















































｢法律案の審議手続｣ について､ 旧第条第項は､ 政府提出法律案の
審議手続として､ 政府の提出した法文について行うものと定められていた





















｢修正権｣ について定める第条では､ 第項で､ 国会議員と政府が修
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われることになっていたが､ 政府が迅速手続の開始を決定し､ 各院の議長
会議が共同で反対しない場合に､ 合同委員会の開催が可能となるように改











｢会計検査院｣ に関して､ 従来は､ 予算法律について定める第条の第
項と､ 社会保障財政法律について定める第	条の第
項で､ その役





｢議事日程｣ について定める第条の規定は､ 全面的に見直され､ 旧第
	項乃至第項は､ 新たに第	項乃至第項に改められた｡
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(第項)､ ただし､ 週のうち週については､ 政府の要求するものが優
先的に留保され (第項)､ また､ 一定の事項について政府が請求するも
のについては優先される (第項) ことが定められた｡ そして､ 週のう










に関して責任をかけるものであった (旧第項) が､ 政府の政策の実施の
基本となる予算法律案と社会保障財政法律案の表決に責任をかけることが
できるのを原則として､ 他の政府提出法律案または議員提出法律案の場合







































⑤ ｢憲法院｣ (第章) に関する規定の改正
() 憲法院の委員任命手続の変更〈第条の改正〉
第条は､ ｢憲法院の構成や任命方法｣ に関する規定であり､ その第
243 ( 28 )
項では､ 名の委員から構成され､ 大統領・国民議会議長・元老院議長が
それぞれ名ずつ任命することが定められていたが､ 新たな規定が追加さ












第条は､ ｢憲法院による事前の合憲性審査｣ に関する規定であり､ そ
































第条は､ ｢憲法院判決の効力｣ について定める規定であるが､ 第
条の違憲の抗弁による合憲性審査の方法の導入に伴って､ 改正が施された｡
第項の規定には､ 新たに ｢第条に基づいて｣ との文言が加えられ
て､ 従前の第条による合憲性審査の場合の規定とされた｡ また､ 新た
に､ 第項で､ 第条による合憲性審査の場合の規定となり､ 違憲と
裁定された規定は､ 廃止されるものと定められた｡
そして､ 旧第項の規定は､ 新たに､ 第	項に移設された｡
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まず､ 旧第項は､ 司法官職高等評議会が大統領により主宰され､ 司法
大臣が当然の副議長となることを定めていたが､ この旧第項の規定は削
除された｡ そして､ 司法官職高等評議会は､ 裁判官について権限を有する
部会 (裁判官部会) と検察官について権限を有する部会 (検察官部会) を
含む (第項) が､ 従来､ 両部会の構成員となっていた大統領および司法
大臣が､ いずれも両部会の構成員ではなくなった (第項・第項)｡ た
だし､ 司法大臣は､ 懲戒の場合を除いて､ 部会の会議に参加することがで
きるものとなっている (第項)｡
つぎに､ ｢裁判官部会｣ については､ 破棄院院長が主宰し､ 名の裁判






限を有する常任委員会の意見に従うものとされた (第項)｡ また､ 第
項および第項で､ 裁判官部会の権限について規定されている｡
そして､ ｢検察官部会｣ については､ 破棄院検事総長が主宰し､ 名の
検察官､ 名の裁判官､ 名のコンセイユ・デタ評定官､ 名の弁護士､
ならびに名の有識者から構成されるものとなり､ 有識者の選任方法は､
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の諮問に応ずることなどのために､ 司法官職高等評議会が ｢合同部会｣ と
して集会することが規定され､ その構成について定めを置いている｡









⑦ ｢経済社会 (環境) 評議会｣ (第章) に関する規定の改正
() 経済社会環境評議会への改組と請願による付託〈第条の改正〉
旧第条は､ 経済社会評議会の職務について定めていたが､ 本条の改
正によって､ ｢環境｣ 問題も取り扱うものとして ｢経済社会環境評議会｣
に名称が変更され (第項・第項)､ 新たな第項においては､ 市民か
らの ｢請願による付託｣ も､ 組織法律の要件に従って､ 認められるように
なった｡













⑧ ｢権利擁護官｣ (第章の) に関する規定の新設
() 権利擁護官の設置〈第条の新設〉
新たに､ 第章のとして ｢権利擁護官｣ に関する章が新設され､ 権
利擁護官の権限・任命等について定める第条の規定が新設された｡
権利擁護官は､ 公的な組織による権利および自由の尊重について監視す
る (第項) ことを任務とし､ 権利を侵害された者から､ また職権で自ら､
付託することができる (第項)｡
さらに､ 権利擁護官の権限は組織法律で定めること (第項)､ 第条
第項の手続に基づいて､ 大統領により	年の任期で任命されること (第












従来､ 法律による授権の方法を定めていた部分で､ 新たに ｢法律又は命令｣
による授権の方法に改められた (第項および第項)｡









⑩ ｢(フランス語圏及び) 提携協定｣ (第章) に関する規定の改正
() フランス語圏に関する規定の新設〈第	条の新設〉
第章に､ ｢フランス語圏｣ に関する第	条の規定が新設され､ 第
章の標題も ｢フランス語圏及び提携協定｣ と改められた｡








の限定が削除された (第項)｡ したがって､ その他の法令案についても
義務的に両院に提出することになった｡
また､ ｢欧州問題に関する決議｣ は､ 欧州連合の機関から発せられるす
べての文書に関して採択できるように､ 第
項が改められた｡
そして､ 第項が新設されて､ 国会の各議院に ｢欧州問題を担当する委
員会｣ が設置されることとされた｡

































されることとなった (第条の改正)｡ これによって､ 大統領は､ 最長
期年までとなり､ 年月日憲法改正による大統領任期の短縮
(年から年に短縮) と相まって､ 大統領職の職務行使期間がより短く
固定することになる｡ そもそも､ 年改正において､ 任期を年に短
縮したのは､ 国民議会議員の任期と同一にすることによって､ 大統領選挙
と国民議会選挙を同時期に実施して､ コアビタシオン (保革共存) の状況
を回避し､ 国民議会さらには首相に対する大統領の優位性を保つことにあっ
た｡ そして､ 今次の改正に際して､ バラデュール委員会の憲法改正提案で
は､ 大統領の地位・職務を定める憲法第条に､ 大統領が国政を決定する
という規定を第項に追加し､ 政府の職務を定める憲法第条第項か







(第条)､ 首相任命権 (第	条第項)､ 国民投票付託権 (第条)､ 国














なお､ 第条の改正により､ 大統領は､ 教書により議会に意思を伝達
するが､ 新たに､ 両院合同会議に招集された国会で大統領がその意思を表
明することができるようになり､ この意思表明は大統領の退席後に国会の











が施されている｡ なによりも､ 第条の改正により､ 国会の本質的な役
割として､ ① ｢法律の表決｣ に加えて､ ② ｢政府の活動の統制｣､ ③ ｢公
の政策の評価｣ という点が憲法上明記され､ 国会の地位がより明確に位置
づけられるようになった｡
また､ 第条の改正により､ 議事日程の制度が根本的に改革され､ 国






そして､ 立法過程において､ 上記の国会による議事日程の決定 (第
条)､ 委員会の機能の強化 (第条､ 第条､ 第条､ 第条)､ 両院
議長による法律案の不受理の対抗 (第条) 迅速手続の行使に対する国
































そして､ 非常事態措置権の発動に関する憲法院の審査 (第条)､ 国民
投票の対象となる議員提出法律案に対する憲法院による事前の審査 (第
条)､ 政府提出法律案の提出要件の適合性に関する憲法院の事前の審査
(第条) など､ 公権力の行使や立法手続に関して､ 憲法院がその憲法適
合性の判断を求められることがより多くなっている｡
さらに､ 司法官職高等評議会 (第条)､ 経済社会環境評議会 (第
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う点で､ 二元主義型の議院内閣制の統治制度の下にある｡ だが､ 大統領権
限の強化と議会権限の制約を特徴としていた憲法構造と､ 大統領優位の憲
法運用によって､ 憲法制定後年間にわたって､ 大統領中心の統治構造























 年月日憲法的法律 (第号) による第五共和制憲法の
回目の改正は､ その内容と規模からして､ これまでで最も大掛かりな改正となっ
た｡ 年月日憲法改正の状況については､ 藤野美都子 ｢フランス民主
231 ( 40 )
主義の勝利？ 年月日憲法的法律｣ 『ジュリスト』 第号 (
年) 頁､ 曽我部真裕 ｢フランスの年憲法改正の経緯｣ 『法学教室』 
号 (年) 	頁－頁､ 南野森 ｢フランス 年月の憲法改正につい
て｣ 『法律時報』 巻	号 (
年) 
頁以下､ 光信一宏 ｢フランス共和
国｣ (阿部照哉・畑博行編 『世界の憲法集』 第四版､ 有信堂､ 
年) 
頁
以下､ 三輪和宏 ｢フランスの統治機構改革 年月日の共和国憲法
改正 ｣ 『レファレンス』 号 (
年) 
頁以下､ 三輪和宏 ｢年
月日のフランス共和国憲法改正｣ 『外国の立法』 	号 (
年) 
頁以















憲法改正｣ 『*+,-./0-12』 号 (
年) 頁以下､ 参照｡






塚本俊之 ｢シャルル・ドゴールの憲法構想 (二) 
年憲法制定前まで ｣
早稲田法学巻	号 (年) 頁以下､ 参照｡
 樋口陽一 『比較憲法』 (青林書院､ 全訂第版､ 

年) 頁－頁､
樋口陽一 『現代民主主義の憲法思想』 (創文社､ 
年) 頁－頁､ 参照｡




 議院内閣制の一元主義型と二元主義型の構造については､ 樋口陽一 ｢議院内
閣制の概念｣ 小嶋和司編 『憲法の争点』 (新版､ 
年) 頁以下､ 横尾日
出雄 [フランス議会制研究会] ｢議院内閣制と議会統治制 (一) フランス憲




 議院内閣制の ｢合理化｣ の特質については､ 横尾日出雄 [フランス議会制研
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究会] ｢フランス議会制の信任関係について 内閣・議会の構造的関係と内閣・
政党の機能的関係 ｣ 比較法雑誌巻号 (年) 頁以下､ 参照｡ 第
四共和制憲法における ｢合理化｣ については､ 横尾日出雄 ｢議会制における信
任関係について フランス第四共和制憲法における 『内閣の安定化』 の方
策 ｣ 中央大学大学院研究年報号Ⅰ－(上) (年) 頁以下､ 参照｡
第五共和制憲法における ｢合理化｣ については､ 横尾・前掲 ｢フランス議会制
の信任関係について｣ 頁以下､ 勝山教子 ｢フランス第五共和制における
『合理化された議院制』 の構造とその改革 (一) (二)｣ 同志社法学	巻号
(年) 頁以下､ 巻号 (年) 
頁以下｡ 参照｡ また､ 日本国
憲法における ｢合理化｣ の傾向については､ 横尾日出雄 ｢日本国憲法における
『国会＝内閣』 関係について 議院内閣制とその 『合理化』 の視点から ｣
植野妙実子編 『現代国家の憲法的考察』 (信山社､ 
			) 頁以下､ 参照｡
 樋口・前掲注 () 『比較憲法』 
頁｡
 第五共和制憲法の下での議会と政府との信任関係については､ 横尾・前掲注
() ｢フランス議会制の信任関係について｣ 頁以下､ 参照｡







〈解説〉｣ 初宿・辻村編 『新解説世界憲法集』 (三省堂､ 
		年) 
	頁以下､
光信一宏 ｢フランス共和国｣ (阿部照哉・畑博行編 『世界の憲法集』 第四版､
有信堂､ 







回の憲法改正のうち､ 第回目の旧 ｢フランス共同体｣ に関
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月日憲法改正の経緯や内容について､ 三輪・前掲注 () ｢フランスの統治










 バラデュール委員会の報告書については､ 以下のものを参照｡ $
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期に､ 大統領が憲法改正構想を示して､ 憲法改正諮問委員会 (ジョルジュ・ヴ
デル氏が委員長となり､ 通称 ｢ヴデル委員会｣ と呼ばれる｡) を設置し (
年月日)､ ① ｢より明確に定義された行政府｣､ ② ｢より活動的な国会｣､
③ ｢より存在感のある市民｣､ をつの柱とする報告書を提出した (年
月日) 場合と､ 同様である｡
しかし､ このときには､ ヴデル委員会の憲法改正提案を受けて､ 司法権・憲
法院にかかわる内容の憲法改正案と公権力の組織にかかわる憲法改正案のつ
の憲法的法律案を別個に議会に提案した (月日) が､ その直後の国民議








発展的に具体化したものも多く､ しかも､ バラデュール委員長は､ ヴデル委員
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会案に依拠した憲法改正案を廃したときの政府の首相であったという関連があ
る｡ ヴデル委員会の憲法改正提案とその動向については､ 横尾日出雄 ｢フラン
スにおける国民投票とその改革の動向 ミッテランの改革構想と年憲法




































































結状態になっていた諸規定は､ 新第章 ｢欧州連合｣ (第&条乃至第&
条) に関する諸規定として､ 条約発効の日より施行されることになっており､
年月日憲法改正でも､ さらに若干の規定が改正されている｡ したがっ
て､ この第&条を含む第章 ｢欧州共同体及び欧州連合｣ (第&条乃至
第&条) に関する諸規定は､ リスボン条約の発効によって､ 新第章 ｢欧
州連合｣ (第&条乃至第&条) に関する諸規定に引き継がれることにな
る｡














 ミッテラン政権の下の$%% 年の憲法改正の試み､ ならびに$%%"年の憲法改
正の試みについては､ 横尾・前掲注 ($$) ｢フランスにおける憲法改正と統治
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